第１部　１９６５年　日韓条約の再検証　　　講師　吉澤　文寿氏　　　　（記録小竹）

　　　

　私の報告は「日韓会談は何だったのか　～公開文書から逆照射する」ということで報告させていただきます。

　　　　　　　　　　　　　資料　Ａ４版　黄表紙　レジメ　Ｐ.１～Ｐ.２　資料　～P.１７

　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ５版　資料編　　　　　Ｐ.１～Ｐ.４０

１．はじめに

まず、Ａ４版レジメのＰ．１はじめにというところに、公開された資料のリストというのがありますが、１）＾５）の番号は私が付けたもので1963年から1965年の関係資料です。

· 韓国政府による文書公開までの経緯

この資料の公開までの経緯についてお話しします。2002年10月、強制労働の被害者６名が、韓国外交通商部長官を相手取って情報公開拒否処分の取消しを求めて、ソウルの行政法廷に訴訟を起した、というのが始めです。

　その結果、裁判所は2004年２月、原告が57件公開を要求していた資料のうち、わずか５件については、原告が自らの個人請求権の消滅期間を判断できる資料であるとして、公開を命じたということです。

　ただ、これについては韓国政府が一旦控訴して、この裁判の係争中といいますか、どんどんこじれていくのではないかと思われていたところ、今年（2005年）に入って、突然、韓国政府は、１月11日に、情報公開・文書公開すると踏み切った背景がありまして、その日に原告と被告が控訴を取り下げたという経緯があり、今回の文書公開ということになったのです。

· 文書公開の意義・・公的機関による初めての「公開」、被害者による運動の成果

　　　日韓会談の研究といいますと、みなさんに知られている割には研究者が多くないという

　　分野でもありまして、例えば○周年とかそういう節目の年になりますと、日韓会談に関する論文なり報告なりが出てくるのですが、ただ、一過性に終わるといいますか、何年も何年も続けてこの問題について研究するというスタンスの方をそれほどお見かけしない。

　　　私は10年ほどやってきまして思ったことなので、また、これは事実ですが、日韓会談というのは、本当にみなさん関心があるにも拘わらず、公開されない文書というのがあまりにも多い、ということがあります。

　　　つまり、とりわけ日韓会談の会議録でありますとか、そういった類、内部資料ですとかそういうものは、日本であれ韓国であれ一切公開されてこなかった。にも拘わらず論文が出てくるというのは、要するに資料が流出しているのです。これは日本の某研究者といいますか、研究者が東大の東洋文化研究所というところに、韓国の○○で買ってきた、発見したと云われている日韓会談の怪情報をですね、寄贈するということで、それをまたコピーして閲覧可能な状態で置かれる、そういった形で見られるということであって、政府が率先して公開するということは、今回が初めてということです。

　　　このように、これには一定の意義がありますが、先ほど述べましたように、これは韓国政府による自主的な公開ではない、韓国政府は強制労働訴訟が起こって、一旦は反対するというか、強力に反対する意思を見せた上で、恐らく2005年、今年には韓国政府としては、過去の歴史の問題を清算したいという、それをノムヒョン政権が率先してやるという思惑があったのではないか、政権としての思惑もあるとは思うのですが、ただ、この点についてはあまり踏み込まないようにしたいと思います。

　　　いずれにしても、この問題の解決を望んでいる被害者達の声が、今回の文書公開を結果したものだと思っています。そういった意味で、公的機関による公開は意義があると思っています。

２．日韓会談の概要（年表参照）

1963年から1965年の資料に基づいて、日韓会談とはそもそも何だったのか、年表はレジメのＰ｡３～Ｐ.４です。

　　　日韓会談、正式には日韓国交正常化交渉というのですが、単に国交を正常化するというだけではなくて、日韓間の懸案についてもこの際解決しよう、その解決をした上で国交正常化をするということで、国交正常化だけではなく、さまざまな問題が討議されたという経緯があります。

　　　勿論、その基本関係といいますか、日本と韓国の関係をどう考えるかという問題と、今回の請求権の問題、在日朝鮮人の地位の問題、勿論、韓国政府は在日韓国人というわけですけれども。あとは文化財、船舶。

　　　李承晩（イースーマン）大統領が宣言したといわれる平和線、イースーマン・ラインと呼ばれていますが、日本海上に朝鮮半島をぐるっと大きく取り囲む形でラインが引かれまして、そこに日本の漁船が入ってくると拿捕するということで、日本では1960年代、日韓会談というと、一般の人々は請求権の問題よりも、イースーマン・ラインの方をイメージされる人の方が多いのではないかと思います。この問題も含めてこれらは後のほうで話したいと思いますが、これが船舶・漁業問題で、一つの委員会がつくられました。

　

· 請求権交渉の展開

　　　今回のテーマに即しまして、請求嫌の交渉について、その経緯を簡単に整理したいと思います。

　　　原則的対立というふうに書きましたけれども、日本側は韓国政府に対し、在朝日本人の、日本が戦争に負けて朝鮮は解放されるわけですが、在朝日本人が残してきた財産というものについて韓国に請求するという、そのような類の請求をしていた時期がある。

　　　それが、この間、久保田発言というのがありまして、日本は朝鮮に対して良いことをした、例えば鉄道を作ったとか、何を作ったという発言をするわけですね。それに対して韓国側の代表が激怒しまして、これが長期の決裂の原因になるということがあった。

　　　概要というところをずっと見ていきますと、大村収容所の在日朝鮮人の問題とか、イー・スーマン・ラインによって拿捕された日本人とか、今日問題になっております竹島＝独島、こういった問題が激化する時期が、1953年10月以降起きるわけです。

　　　その後、日本側は韓国に対する請求権を放棄し、久保田発言を撤回するんですけれども、ここに在日朝鮮人の帰国事業という動きがありまして、1959年２月、日本政府はこれを閣議了解し、日本政府がこれを認めるという形で帰国事業を推進するわけですが、韓国では、北に自国民を送る、北送というのですが、北に送るのは反対ということで、日韓会談がなかなか進まない、という展開を経ました。

　　　1960年代に入りますけれども、そこでイー・スーマン政権が崩壊して1960年８月、張勉内閣が成立し、翌年、韓国では軍事クーデターが起こり、そのリーダーの朴正煕＝パク・チョンヒ政権になるのです。

　　　同じ時期、日本では安保闘争で岸　信介内閣が倒れまして、そのあと出てくるのが池田勇人で、高度経済成長路線を掲げて、所得倍増計画でもって経済路線でやっていく。その池田は病死しますけれども、次は佐藤栄作。

　　　その佐藤が首相の時代に入った1960年代に、日韓請求権問題は集中的に議論がなされまして、対日請求権の放棄、そして政治的妥結というふうになるのですが、ここで韓国側の金鐘秘キム・ヨンヒル中央情報部部長が、当時の大平正芳画外相と会談するわけです。

　　その結果、有償２億、無償３億という合意ラインができるということになるわけですけれども、合意事項の文書化というのが、1963年以降始まるということです。

　　　

· ただし、「条文化作業」においても外交的駆け引きが行われる

　　　1963年から1965年が、日韓会談においてどういう時期かと申しますと、請求権問題の大枠が決まったあとで、それをどういうふうに条文化するかということ、或いは、韓国政府では、この問題をどのように処理するのか、そういったことが中心に議論された時期であったということを念頭に置いて、資料の話に入りたいと思います。

　　

３．請求権に対する日韓の立場

　　　資料というのは、五つのファイルを合わせて1149枚です。これは、韓国の外交外務研究所というところに行けば閲覧できます。すべてマイクロになっていまして、くるくる回して見るのですね。その中の、今回の問題で注目される３点を述べます。

　　　今回のレジメの中に、（資料１）とか（資料２）というふうに書きましたけれども、これは別のところに書いてある番号とは違いますので、混乱しないようにしてください。

　

· 「韓日会談　一般請求権問題」（外務部、1963年３月５日付）（資料１）にみる対日請求権問題の性格・・外務部は政治的妥結の不可避性を主張

　　　「韓日会談　一般請求権問題」というのは、この資料リスト１の「第６次韓日会談請求権資料1963」の中にあります。ここで、対日請求権問題について韓国政府はどのように考えていたかということなんですが、これについては今回資料として準備できなかったので、簡単に説明させていただきますと、要するに、1963年３月５日の段階で、請求権問題がどうなっているのかということを韓国政府が説明した資料なのですが、要するに、請求権問題については、日本と韓国ではその主張に大きな隔たりがあるということを理由にして、政治的妥結が不可避であったということを主張しています。

　　　例えば、対日請求権問題の性格というところを見ますと、韓国にある日本人財産がアメリカを通じて接収され、韓国政府に委譲されたという点、また、平和条約において日韓間で討議される請求権が、いわゆる敗戦国が戦勝国に支払う賠償というのとは区別されて規定されているというような例を挙げつつ、韓国側は法律関係と事実関係は確実で、朝鮮半島全域に対する弁済を主張した。これに対して日本側は、韓国の全施政地域ということですから、軍事境界線より南ということになりますけれども、請求権のうち法律関係と事実関係が確実な分だけ弁済すると、韓国側の請求権のうちの大部分は否認したという経緯を説明して、政治的妥結は仕方がなかったと、こういうような弁明をしているわけです。

· 個人請求権に対する主張・・著しく異なる軍人・軍属数、そして補償額

　　　個人請求権というところが、取り分け今回の問題では焦点となりますけれども、労務者

というところで表があるのでそれを見ますと、労務者については667.684人、この数字

は日本でも韓国でも同数ですが、軍人、軍属という数については12万人の差がある、日

本と韓国では主張に差があったこと。

　韓国側は、例えば軍人について生存者200ドル、死亡者一人当たり1650ドル、負傷者

一人当たり2000ドル、合計すると３億6千４百万ドル、というように具体的な数字を出

して補償金を請求した、ということが、この資料を見ると明らかです。

　一方、日本側は具体的に数字を出して、日本側はこれくらいだというようなことは出て

いない。これは大蔵省や外務省が試算をしていますけれども、これをつき合わせて行われ

たかというのは、ちょっと疑問だと思います。

４．韓国政府による個人補償をめぐって

· 「再開・第６次韓日会談請求権委員会会議録及び経済協力問題、1964」（資料２）に収

録されている公電・・経済企画院、財務部の質問に外務部が回答

　　　２点目は、韓国政府が個人補償というのをどのように考えていたか、ということについて経済企画院、財務部、外務部という三つの機関が公電を公開している。その資料につきましては、今回の資料編（Ｂ５版）のＰ.５～Ｐ.８までに当たります。政府機関の中で、個人補償の問題について話し合われたという、その資料なのですが、これは外務部の回答というところに特に注目して欲しいのです。

　　　経済企画院とか財務部というのは、お金を管理してそのお金を払う立場ですから、日韓会談で一体どういう交渉がされているのかを聞く立場です。それに対して外務部は、回答して、こういうことになっていますから、これくらいのお金が必要でしょう、というような議論になっていくわけです。そういうような省庁間のやりとりが為されていたわけです。

　　　Ａ４版・資料Ｐ.７「民間人保有対日財産に対する補償措置」を講じる上で、補償を要する財産の種類、或いは補償額について、さまざまな、複雑な問題が起こる恐れがあるので、積極的に協議して対策を講ずるべきだ、ということを申し立てているわけです。

　　　それに対して、前に戻りますがＰ.６に、経済企画院長官から財務部長官に対し、「朝鮮銀行をはじめ、民間人保有対日財産に対する補償措置に関して」というふうに発信され、これに対する回答がＰ.８の外務部の回答となるわけなのですけれども。

　　　Ｐ.６の５月２日付の内容を見ますと、経済企画院は三つの質問をしているわけです。カ.ナ.タというところです。

　

・　外務部は請求権交渉の政治的妥結について、国際法的説明を回避。さらに、国内補償の際に、日韓会談における日本政府のように個人請求権を厳しく算出しようとした。

第一に、個人請求権が削減されたりした時に、国際法的根拠はないかと問うた。二番目

は、個別的補償はどうするか。三番目は、補償を行わない場合は、どういうふうに処理するのか。

　　　Ｐ.８の回答というところを見ていただきますと、これを全体的に見ますと、経済企画院が質問した第一のところ、つまり国際法的根拠について、外務部は一切言及していません。二番目、三番目の、具体的な補償の方法について、政府は、個人請求権の保有者に対して補償義務を負う、という考えを出しています。

　　　これが、今回の文書公開に際して、とりわけ日本のメディアが注目した部分で、ここのところで、韓国政府は補償の責任がある、と非常に書き立てた（沸き立った？）わけです。

　　　しかも、付言しておきますと、韓国政府は国内で個人補償をする場合、Ｐ８の５番目に当たりますが、２行目からの

　　　これに関しては韓国が日本側と交渉する際に問題となった諸問題、すなわち（１）請求権の法的根拠、（２）証拠の提示問題、（３）円建てで表示された請求権の為替問題の検討のみならず、補償の対象を決定する際にも慎重に取り組む必要があるだけに・・・

　　というふうに書かれています。

　　　これは日韓会談において、日本側が韓国の請求権を放棄させるために、韓国側に対して

厳しく問い質した項目なのです。これは韓国政府の問題になると思うのですけれども、国

内で補償する際に、こういった日本側が韓国側に質した諸問題を、国内補償する際には、

個人請求権を主張する被害者に当てはめようとしていた、韓国政府がやろうとしていた、

ということを付言しました。

５.　「請求権の代価」か「経済協力」か

· 「請求権及び経済協力委員会第６次会議会議録」（1965年５月14日付、資料５）にみる日韓間の激論・・経済協力を「請求権の代価」とみなすべきだとする韓国側に対し、日本側はあくまで「政治的な協力」という次元で解決しようとした。

　　　経済協力なのか請求権の代価なのかという問題、これはいろんなところで取り上げられ

ているのですけれども、Ａ４販資料のＰ.９～です。

　1965年５月14日のところ。1965年６月には、もう条約が調印されるという、いわば

一ヶ月前なのですが。請求権問題については、1962年末に決着は着いたというふうに云

われていますけれども、実際に条文化する段階で、これだけ日韓が対立する議論がなされ

たということは、逆にいえば、日韓会談で一体何が合意に達したのかという点が、厳し

く疑問視されて当然といわざるを得ません。

　この資料のうちのＰ.12　ここに西山という人物が出ていて、３行目の「請求権の意味が含まれてはいるが、韓国側には請求権の見返りという考えがあるようだが、我々側ではそう考えておらず・・・」といい、金代表が「これは相当重要な問題だが、請求権と経済協力が両立しているため、これを一緒に請求権及び経済委員会で扱うものとしなければならない」としているわけですね。

　これに対して西山は「我々日本側としては、韓国に対するものが、賠償と同じではないが、一種の政治的協力であるという意味で提供するものと考えており、日本の一方的な義務に基づいて提供するものとなっては困る。～略～」といい、金代表は「全く関係が無いというのは話にならない。勿論、請求権の一方的な主張も、過去における双方の意見対立の立場からみると問題になるけれども、少なくとも請求権の解決に経済協力という考え方が加味されて、結局、請求権、及び経済協力ということになるのではないか。～略～」

　結局、日本と韓国の間で、日本が韓国に対して、政府機関としては５億ドル、民間借款を含めると８億ドルということになりますが。このような形で行われる経済協力を、請求権の代価として見なすかどうか、という議論について、韓国側は見なすべきだ、勿論条文化すべきだとするのに対して、日本側は「今回の経済効力は、純然たる経済協力で、請求権という言葉は使わない」といっているのです。

· 「準賠償」という用語の妥当性

　　　レジメＰ.２で、「準賠償」という用語の妥当性というのがあるのですが、日本では請求権協定を含めて、賠償ではないけれども、賠償に準ずるという意味で「準賠償」という言葉が使われていると私は思うのですけれども、この言葉のニュアンスとしては、やはり、この日韓協定を考える時、間違いではないかと思います。

　　　韓国側は最後まで請求権の代価として貰った、としたいと主張していたにも拘わらず、日本側は請求権ではない、要するに韓国に植民地支配をしたために、韓国、朝鮮人が被害を受けたと、そういったものに対するお金ではないんだと、韓国の経済発展のための救済だと日本側はいうわけなのです。

　　　こういった類の救済を、準賠償だという点が、非常に腑に落ちないのです。

６．在日韓国人の請求権、日本人漁夫の拿捕に対する補償要求、文化財問題・・・

· 資料４・・1963年４月３日の日韓合意の基礎となる合意内容。もっと注目されてよい。

　　　今回の文書公開の中で、他にも重要な点があるので羅列してみました。レジメｐ.１のはじめにの４）「７次会談請求権関係会議報告、及び訓令」というのは、もうちょっと注目されていいのではないかと思います。

　　　先ほどイー・スーマン・ラインの話をしましたけれども、航海自由の原則ということを云ってですね、イー・スーマン・ラインを何とか撤廃させたいという、実はその取引の道具といいますか、日本人の漁夫が韓国によって拿捕されたと、これによって受けた被害を韓国側の被害とは別個に主張しているのです。

　　　これが土壇場の1965年の段階になって、日本側が戦略的に提議するわけです。これは結局、日本側は取り下げるわけですが、日本海海域において航海の自由の原則を保障するということと引き換えに、日本側が取り下げるという経緯があるのです。これが一枚の資料としてあります。

　　　或いはまた、文化財については、何回か交渉をやってきているのですけれども、結局は日本側が韓国から持ち帰ってきた文化財というものを、返還するとするものなのか、文化協力という形で引き渡すと、日韓友好のために引き渡すという方法をとるのか、という問題なのですが、これについても日本側の主張が通ってしまう、結局引き渡すということになるのですが、返還という言葉は使われない。そういうふうに、韓国側は非常に日本側の対応に苦労した、そういうことが、韓国側の資料ですから明らかになってきたということですね。

· 資料3・・条文化の最終段階に関する資料。在日韓国人問題、竹島＝独島問題はこの段階で妥結

また、条文化の最終段階のところで、在日韓国人問題、竹島＝独島問題が出てくるわけですが、この辺は新聞のコピー（毎日　2005年１月18日）の「保護対象少なく」の見出しのところを参考にしてください。

韓国側が請求権を提起したけれども、日本側が保護対象を少なくして、1947年８月15日から書名日までの１年以上、日本に滞在したものを対象とすることとなった、こういったことも資料３の中に含まれているということです。

７．文書公開で見えなかったもの

· 一貫した日本政府の植民地支配責任回避の姿勢

　　　今回の文書公開で見えなかったものが、非常に大きくある。これについては「現代思想」

　　の中に拙稿ではありますが、少し書きました。掻い摘んで申しますと日本側の姿勢ですね。

　　韓国側が、すべて自分達の請求権には法的根拠があると主張したものに対し、ことごとく否定をし、最終的に韓国側に請求権を放棄させるに至った、日本政府の植民地支配回避というものに対する資料というのは、勿論、今回公開されていない。

· 植民地支配実現に「足枷」をはめたアメリカ合衆国政府の介入

　　　それからレジメには「足枷」という言葉を使いましたが、日韓会談というのは二国間協議でありますけれども、ただ、バランサーというか、自分の主張を、より強く引き入れるために、（アメリカが介入してくるわけですが）そのアメリカの介入を、日本側も韓国側も自分の方により有利に引きつけようとするわけです。

　　　当のアメリカは、要するに日本と韓国はくっつきゃいい、そういう考えだから、請求権の問題は最終的には二国間で決めればいいということですが、アメリカは「こう思うよ」

　　という文書を出すわけです。その文書が「サンフランシスコ条約の第四条」、それから1957年12月に、久保田発言を日本側が撤回するにあたってアメリカが出した「請求権問題に関する覚書」というのがあるのです。

　　　それを見ると、「請求権というのは日韓で話し合うものだ。ただ、日本側は在朝日本人財産を失ったのだから、こういう点を韓国側はよく考えながら主張しなさいよ」といっているわけです。で、はっきりいって余計なお世話だと思うのですけれども、そういうことをアメリカが公文書という形で主張するとしたことが、日本側にとって有利な方に、日韓会談が進んだ、ということが、公的な判断になっていると思われます。これも今回出てこなかった。

８．今後の課題

· 日韓協定を乗り越えた、戦後補償の実現

· 日本人の朝鮮認識、ナショナリズム、継続する「植民地主義」を克服するために

　　　今まで述べたような経緯があるのですが、今後の課題としては、残された被害者に対する戦後補償と法律の問題については、次の金　昌徳先生からお話があると思いますけれども、我々の課題としては朝鮮認識があります。

　　　この60年、はっきりいって近代を通じて、どれだけ日本人の朝鮮に対する認識が変ったのかということが疑問視され、そういったことがナショナリズムに絡みますし、継続する植民地主義、ということがいえると思います。

　　　こういった問題を検証して克服するための一つの手段として、この日韓会談というものを考えていきたいし、みなさんにとっても、考える契機になれば幸いです。　　（完）
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